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【書評】

岩武一郎著　『法人税における収益認識の研究』

 （評者）中央大学法科大学院教授　酒井　克彦

　法人税は「所得」に担税力を求める所得課税であり、かかる所得は益金たる「収益」から損
金を控除する形で算出される（法法22①）。すなわち、収益の認識が法人税法の適用論におけ
る全ての出発点にあるといっても過言ではない。
　もっとも、法人税法は、収益の認識についての仔細を規定しているわけではない。収益の認
識における第一のグランドルールともいえる権利確定主義は、判例形成によって理解されてお
り、具体的な実定法上の根拠を有しているとはいい難い。また、法人税法は「一般に公正妥当
と認められる会計処理の基準」（以下「公正処理基準」という。）に従う旨を規定し（法法22
④）、企業会計準拠主義を採用しているところ、これとても、企業会計上の多様な処理基準の
うち、何が公正処理基準たるかについては必ずしも明確ではない。別言すれば、法人税法上の
収益認識は、多くの部面において解釈に委ねられているのである。前述のとおり、外部からの
経済的価値の流入たる収益をいかに認識するかは法人税法の適用論の出発点でもあり、この領
域に関する研究の重要性については多言を要しない。本書は、かような法人税法上最も関心が
寄せられるべき収益の認識に焦点を当てた研究書である。
　企業会計の利益観が、近時、①収益費用中心観から資産負債中心観に移行し、また、②企業
会計における収益認識基準が示された中にあって、これらの企業会計の変容が法人税法に多大
なインパクトを与えている現下、この点についての深慮ある研究が待たれていたところに上梓
されたのが本書である。果たして、この２つの大きな企業会計のうねりに法人税法はいかなる
インパクトを受けるのであろうか。
　本書では、第１章「企業会計における２つの利益観の分析」、第２章「企業会計における利
益観の変化と法人税法への影響」において、上記①についての問題関心が示されている。また、
第３章「IFRS15号と法人税法における収益認識の比較」、第４章「IFRS15号の公正処理基準
該当性の検討」において、上記②に係る問題関心が示されている。
　企業会計の変容が法人税法の収益認識にいかなる影響を与えているかという本書の分析には
多くの発見がある。例えば、違法取引を前提とした課税を許容する管理支配基準が資産負債中
心観に接続し得ると同時に、法人税法が未実現利益に課税をしていない点に収益費用中心観を
看取し得るというダイナミックな指摘などは、本書における多くの発見のうちの１つといえよ
う。
　本書の特徴は、かような企業会計の変容による影響分析にとどまらず、実際の事例における
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問題関心が示されている点にもある。そもそも、法人税法が規定する公正処理基準とはいかな
るものかという理論的な議論を基礎としつつ、第５章「対価の前払いがある取引の収益計上時
期について」、第６章「新株有利発行課税の問題点」、第７章「法人税における過年度損益修正
の問題点」では、近時の注目すべき租税訴訟の検討が記されている。
　ここで取り上げられている租税訴訟はいずれも多くの関心を集めた事件である。全てに触れ
ることはできないが、例えば、第５章では、老人ホームの入居金の益金計上時期が争われた事
例が検討されている。権利確定主義の先決事項たる契約解釈において利用権説と賃貸借契約・
役務契約混合説の対立があるところ、利用権における権利の希薄性や入居者が各種役務等を受
ける反対給付を受ける地位が無視されてはならないという点などから、利用権説を採用した判
決に反対を表明されている。そこでは、入居者に提供する各種役務の対価に関して訴訟当事者
間での見解の対立がないことなどを踏まえた説得力のある議論が展開されている。そもそも、
著者は、公正処理基準をいかに捉えるかという視角が重要であるとされ、そこには、「私法上
の取引」に係る法規制の目的等を尊重することが重要であるとの明確かつ意義深い指摘がなさ
れている。
　ともすると、必ずしも明確ではない適正公平な課税の実現という法人税法の趣旨目的のみが
重視されて公正処理基準が認定される傾向がある中にあって、企業会計や私法の視角を重視す
べきとの著者の見解が所々に示されているが、この一貫した主張が本書の底流にあると思われ
る。著者が示す企業会計と法人税法との接続に関する体系的理解なかりせば、個々の事例につ
いての深い分析もなし得なかったであろう。本書は、法人税法における収益認識の在り方の研
究に一石を投じるものである。


